











































しているものも存在する(Vgl. Carl, Die Pﬂicht zur Rechtsmittelbelehrung im Zivilprozeß, 








Rechtsbehelfsbelehrung im Zivilprozess, Jura2013, S.1206(1208)を参照。
(5) 1961年に公表された民事訴訟改正準備報告において議論され（ただし否
定），1962年には ,ミュラーが上訴教示義務について全般的に検討し（Müller, 




ころ（Gottwald, Gutachten A zum 61. Deutschen Juristentag, A31.）賛成意見が多かっ
たが，この提言は実現しなかった。
　　1995年6月20日，連邦憲法裁判所は，民事訴訟法における教示義務を否定




























怠の部分に不服申立教示を規定することを決定した(Vgl, Koch/Wallimann, Die 
neue Rechtsbehelfsbelehrungspflicht nach §232 ZPO: Hintergründe, Probleme und 







































結果であるから，体系上問題なしとしないと批判する(Hartmann, Die neue 
































た(BVerfG, Beschluss vom 20. juni 1995, BVerfGE 93, S.99ff.）。その理由
として，権利保護の保障は，権利救済方法について容認できないほど
の困難が上訴教示によって除かれる場合にのみ，上訴教示を要求する


























































(15)当事者主義と上訴教示義務との関係については，Carl, a.a.O.S. 104; Kunz, 
























立てについての手続である(Vgl. Hölsch, a.a.O.NJW2013, S.971; Koch/Wallimann, 
a.a.O.JR2014, S.272f,)。なお，原審について教示義務がある場合であっても，
当該審級について弁護士強制主義が適用される手続は，教示義務は存在しない
(Vgl. Hartmann, a.a.O.MDR2013, S.63.)。
(17)BT-Drs. 17/10490, S.11.
(18)Süß, a.a.O., Jura 2013, S.1210は，区裁判所においても当事者が弁護士によっ
て代理され得ることは当然であり，この場合，教示義務が消滅しないとする。
(19)Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, 36.Auﬂ.2015,§232 Rn.5; Klose, a.a.O.S.54f.





















































































































(29)Hartmann, a.a.O.MDR 2013, S.63.
(30)Hartmann, a.a.O.MDR 2013, S.63.
(31)Hölsch, a.a.O.NJW 2013, S.971.
(32)BT-Drs. 17/10490, S.11.






























(37)Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, a.a.O.§232, Rn.2; Hartmann, a.a.O.MDR2013, S.62.
　　なお，ハルトマンは，警察官も含める。
(38)Hartmann, a.a.O.MDR2013, S.62.
(39)Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, a.a.O.§232 Rn.2.
(40)Hk-ZPO/Saenger, a.a.O.§232 Rn.2.











































































































































































































の方法）の可否が議論された(Vgl. Greger, Rechtsmittelbelehrung im Zivilprozeß: 















































































































(76)BT-Drs. 17/10490, S.13; Hk-ZPO/Saenger, a.a.O.§232 Rn.5; Klose, a.a.O.S.54.
(77)BT-Drs. 17/10490, S.13.
(78)BT-Drs. 17/10490, S.13; Hk-ZPO/Saenger, a.a.O.§232 Rn.12.
(79)Huber, a.a.O.JuS2014, S.973は，全く独立した制度が扱われているからである
とする。
(80)BT-Drs. 17/10490, S.13; Hk-ZPO/Saenger, a.a.O.§232 Rn.12.
(81)BT-Drs. 17/10490,S.13; Hartmann, a.a.O.MDR2013, S.62; Hk-ZPO/Saenger,a.
a.O.§232 Rn.12;Klose,a.a.O.S.54.
(82)許容性とは，裁判の種類により決定される一般的適法性を指し，形式や期
間などの特別な適法性と区別される(Vgl. Hartmann, a.a.O.MDR2013, S.62.）
(83)BT-Drs. 17/10490, S.13; Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, a.a.O. §232 Rn.4.
(84)Thomas/Putzo/ Hüßtege,ZPO, a.a.O. §232 Rn.4.



























(86)Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, a.a.O. §232 Rn.4; Hartmann, Rechtsbehelfsbelehrung, 
NJW 2014, S.117, (119).

















































































るとするのが，判例の立場である(BGH,Beschluss vom 23.  juni  2010, NJW-






(102)BT-Drs. 17/10490, S.13; Hk-ZPO/Saenger, a.a.O.§232 Rn.8.
















































































































































































(127)BT-Drs. 17/10490, S.13; Hölsch, a.a.O.NJW2013, S.971; Koch/Wallimann, 
a.a.O.JR2014, S.273.
(128)Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, a.a.O.§232 Rn.7.





























































































(151)BT-Drs. 17/10490, S.14; Hk-ZPO/Saenger, a.a.O.§232 Rn.14.






















(158)Huber, a.a.O.Jus2014, S.973; Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, a.a.O.§232 Rn.8.
(159)教示が行われないことには，判決理由中や教示の添付書に認識可能な裁判
所の表明が全く存在しない場合，あまりに少ない用語の表明の場合，および理





































る差戻しが認められよう（Vgl. Hartmann, a.a.O.MDR2013, S.64.）。
(164)BT-Drs. 17/10490, S.14.

























































































































する詳細な論文として，Ulrici, Wiedereinsetzung bei Fehlender oder fehlerhafter 
rechtsbehelfsbelehrung, ZZP124(2011), S.219がある。
(180)BT-Drs. 17/10490, S.14; Hölsch, a.a.O.NJW2013, S.971.





















(182)BT-Drs. 17/10490, S.14f.; Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, a.a.O.§233 Rn.31; Hk-
ZPO/Saenger, a.a.O.§233 Rn.16a, 45.
(183)BT-Drs. 17/10490, S.15.誤った期間を懈怠した場合は，責任の不存在を帰結
しない(Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, a.a.O.§233 Rn.31)。地方裁判所の判例に
よって，弁護士が不服申立てに関してどの程度の知識を要求されるかは，今後
の重要な問題となろうといわれている(Vgl, Klose, a.a.O.NJ2014, S.57)。
(184)Thomas/Putzo/ Hüßtege, ZPO, a.a.O.§233 Rn.31; Klose, a.a.O.NJ2014, S.56.
(185)BT-Drs. 17/10490, S.15.
(186)他の手続法においても，明文は存在しないが，是正が認められている(Vgl, 
Kunz, a.a.O.S.198 Fn.213; Carl, a.a.O.S.231.)。
(187)Carl, a.a.O.S.232.
(188)Carl, a.a.O.S.233.
－109－
ドイツ民事訴訟法における不服申立教示義務
条から直接根拠づけることはできない。ZPO319条の拡張解釈によるべき
である(189)。
　教示の誤りの更正決定は原状回復申立期間に影響する。更正決定には，
原状回復申立期間が2週間である旨の教示がなされなければならない。
ZPO234条1項の期間は2週間であり，非常に短いため，当事者は容易に期
間を徒過してしまう虞があるからである(190)。
　更正決定の送達が通常の上訴期間経過後になされた場合，更正決定送達
後2週間の原状回復申立期間が進行する。更正決定の送達が，通常の上訴
期間経過前になされた場合，法治国家原則上当事者の利益を優先するべき
であるから，更正決定は通常の上訴期間に影響しないと解される。ただし，
通常の上訴期間が経過した後に，更正決定による原状回復申立ての期間が
終了する場合，更正決定の期間が優先することになる(191)。
10　結　語
　以上，ドイツ民事訴訟法における不服申立教示制度を概観したが，右制
度を我が国へ導入すべきか否かを検討するためには，①弁護士が委任され
ていない手続（当事者）に裁判所の教示を限定する規律と，弁護士に代理
されている手続（当事者）においても裁判所の教示を認める規律のいずれ
が妥当であるか，②教示義務違反の効果（原状回復を認めること）と弁護
士代理との関係をどのように考えるかという問題を明らかにすべきとの結
果に至った。
(189)Carl, a.a.O.S.233.
(190)Carl, a.a.O.S.234.
(191)Vgl, Carl, a.a.O.S.234.
